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2 0 0 9 年 1 1 月 、 韓 国 で ス マ ー ト フ ォ ン

（iPhone）が発売された。それから２年後の

2011年10月、韓国のスマートフォン利用者は

人口約5000万人の40%にあたる2000万人を超え

た。移動通信事業者が発表する各社加入者数を

合計すると、2012年７月末のスマートフォン

加入者数は2930万人、人口の約59％に達して

いる。

モバイルブロードバンドといったネットワー

クの高度化、スマートフォン・タブレットPC

などモバイル端末の技術発展により、韓国では

スマートフォンとモバイルインターネットが生

活や産業の中心になる「モバイル化」、「ス

マート化」が急速に進んだ。情報化政策はイ

ンフラの整備からICT利活用の段階に入り、国

の政策も「スマートコリア推進戦略」、「ス

マートワーク」、「スマートラーニング」、

「スマートヘルスケア」、「スマートホー

ム」、「スマートグリッド」、「スマートガバ

メント」など「スマート」を強調するように

なった。

ところが、韓国より１年早い2008年７月に

スマートフォンが発売された日本では、普及率

が韓国よりだいぶ遅れている。スマートフォン

の人口に占める普及率が40％に到達するのは

2014年と予測されている。

MM総研の調査によると、日本のスマート

フォン契約数は2011年３月末955万件、携帯

電話総契約数１億912万件に対するスマート

フォン契約比率は8.8％である。2012年３月末

のスマートフォンの契約数は2,598万件で、携

帯電話契約数に占める割合は23.1％だった。

2013年３月末は3,913万件で33.9％、2014年

３月末は5,124万件で43.4％、2015年３月末は

6,137万件で50.9％になると予測されている1。

このような日韓におけるスマートフォン普

及速度差異の背景として、モバイルインター

ネット産業構造と情報化政策の差異に着目し、

スマートフォン普及期において、モバイルイン

ターネット産業の持続的成長とイノベーション

を促進できる情報化政策のあり方について考察

する。

１．はじめに
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2.1　日韓モバイルインターネットサービス利用率の差と原因

日本も韓国も、携帯電話からインターネット

にアクセスできるようになったのは1999年で

ある。日本はNTTDocomoがｉモード、韓国は

SK TelecomがNateというサービスを始めた。

しかし韓国ではスマートフォンが登場するまで

モバイルインターネットがあまり利用されな

かった。

趙（2010）は、韓国でモバイルインター

ネットが使われなかったのは、高い料金のほか

に移動通信事業者のネットワーク運営方式が原

因であると分析した。韓国では移動通信事業

者の強力な垂直統合により、移動通信事業者

が自らネットワーク事業者であり、プラット

フォーム事業者であり、補完財（サービス・

コンテンツ）にもなることで、他社を寄せ付

けないクローズドイノベーションを続けてき

た。データ通信の定額制も、日本では2003年

から始まったが、韓国では2005年に期間限定

のプロモーション料金として始まり、2008年

になってから正式料金制度として利用できるよ

うになった。さらに、コンテンツプロバイダー

から徴収する料金回収手数料を、日本は9%で

あるのに対し、韓国は30～50%と、とても高く

設定したことで、モバイルコンテンツ会社が育

たず、市場の底辺が広がらなかった。

日本では移動通信事業者がプラットフォーム

とネットワーク事業者の役割に徹底した。コン

テンツプロバイダーは移動通信事業者を仲介し

て携帯電話利用者にコンテンツを販売できた。

日本の携帯電話利用者は通信事業者が提供する

公式サイトだけでなく、携帯電話にURLを入

力するだけで自由にモバイルインターネットに

アクセスできた。韓国では携帯電話から移動通

信事業者が提供する公式サイトしかアクセスで

きなかった。

２．日韓モバイルインターネット産業構造比較

【図２】日本のモバイルインターネットサービス構造，趙（2008）

【図１】韓国のモバイルインターネットサービス構造，趙（2008）
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韓国放送通信委員会（2011）によると、韓国

では2011年になって初めてモバイルインター

ネット利用率が60%を上回った。携帯電話から

インターネットにアクセスできるようになって

から13年かけてやっとモバイルインターネット

の利用が定着した。一方、総務省（2011）によ

ると、日本の場合、モバイルインターネット利

用率が2003年には58%を上回り、2005年からは

固定通信よりもモバイルインターネットの利用

率の方が高いなっている。日本は2010年末時点

で携帯電話加入者の83.3％がインターネットに

接続している。モバイルインターネット利用率

の差は、モバイルコンテンツやサービス利用率

の差につながり、モバイルインターネット産業

の成長を妨げる要因となる。

2.2　スマートフォン登場後、モバイルインターネット産業構造の変化

移動通信事業は、電波（周波数）を利用す

る。そのため、政府機関が周波数使用と基地局

建設の免許を交付した事業者だけが行える事

業である。日韓の移動通信事業者は、端末メー

カー・コンテンツプロバイダー・利用者の間に

入り、端末販売、ネットワーク提供、コンテン

ツ販売仲介、料金回収に至るまですべてを囲い

込む垂直統合（walled garden）の産業構造が

特徴である。

しかしスマートフォンの場合、携帯電話では

あるが、移動通信事業者のネットワークやコン

テンツを利用しなくても、利用者は公衆無線

LAN（Wi-Fi）を使って自由にインターネット

にアクセスできる。利用者は移動通信事業者

の公式サイトではなく、アップルやグーグルと

いった端末メーカーやプラットフォーム事業

者が提供するアプリケーションストアを経由し

て、いろいろなモバイルサービスを利用できる

ようになった。それまで移動通信事業者にしか

できなかったプラットフォームの役割を、端末

メーカーやソフトウェア会社もできるように

なった。

スマートフォンが普及してから、移動通信事

業者は囲い込みを維持できなくなり、影響力も

弱まった。スマートフォン向けコンテンツ取引

所（プラットフォーム）である「アプリケー

ションストア」が力を持ち、移動通信事業者は

役割が縮小され、ネットワークを提供するだけ

になりつつある。

趙（2010）は、複合的ネットワーク論と

Platform Envelopment戦略を発展させ、これ

からのモバイルインターネット産業は、「アプ

リケーション・サービスへの入口」としてのプ

ラットフォーム（例えばNTTドコモのｉモー

ド、アップルのアプリケーションストア）では

なく、エコシステムともいえる「複数のコンテ

ンツ・サービスを組み合わせられる場」（例え

ばFacebook、Twitter）になれるかの競争にな

ると分析した。

例えば、ソーシャルネットワークサイトの

FacebookやTwitterは、スマートフォンから

もっとも利用されているアプリケーションであ

るが、本来のコミュニケーション機能だけでな

く、その中でショッピングやコンテンツ販売と

いった他のサービスも提供できるようにしてさ

らに利用者を集めた。
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移動通信事業者の本来の収益であるネット

ワーク利用料（音声通話・データ通信利用料）

は定額制度実施と料金競争により全世界的に減

少傾向にあるため、持続的に収益を確保するた

めには、ネットワーク以外の競争に参加せざる

を得ない。

さらに、移動通信事業者が提供するプラット

フォームは主に国内のコンテンツプロバイダー

と加入者を対象とするが、端末メーカー（例

えばサムスンやアップル）やソフトウェア会

社（例えばグーグル）のプラットフォームは全

世界のコンテンツプロバイダーと利用者を対象

にしている。スマートフォンが普及すればする

ほど、コンテンツプロバイダーをはじめスマー

トフォンを取り巻く市場は国内にいながらもグ

ローバル競争をしなくてはならなくなった。

【図３】	
 スマートフォンが登場する前のモバイ

ルインターネット産業垂直統合モデ

ル，総務省（2007）P29

【図４】	
 スマートフォン登場後のモバイルイン

ターネット産業構造，趙（2010）

スマートフォンの登場により、人々はいつで

もどこでも個人の端末からあらゆる情報を手

に入れられるようになった。スマートフォン

が登場してから、ICT利活用はパソコンと固

定通信から、スマートフォンとモバイルイン

ターネット中心に変わった。モバイルインター

ネットの産業構造も大きく変化があった。政策

や規制もこのような変化を反映し、新しく更新

する必要がある。

スマートフォン普及期の新しい情報化政策と

して、日本の総務省は2009年「スマート・ユ

ビキタスネット社会実現戦略」を、韓国の放

送通信委員会は2010年「スマートコリア推進

戦略」を発表した。国民の生活をより便利にす

３．スマートフォン登場後、日韓の情報化政策比較
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る、オープンイノベーションでより公正な競争

環境を作る、ICTの利活用で社会の課題を解決

する、といった計画を元に、日本と韓国は「ス

マートシティ構築」という共通したテーマを掲

げている。

3.1　日本のスマート・ユビキタスネット社会実現戦略

日本と韓国では、ICTはあらゆる社会経済活

動の基盤となる戦略的分野であると認識してい

る。国家レベルの情報化政策はICT産業の持続

的成長とイノベーションを促進するのに、大き

な役割を果たしてきた。

日本の本格的な情報化政策は、2001年ブ

ロードバンドインフラ構築の基礎を築いた総

務省の「e-Japan 戦略」から始まる。2005年に

は「u-Japan戦略」が発表された。ユビキタス

ネットワークの利用環境整備とICT利活用高度

化を目的にした政策で、インフラ構築からユビ

キタス社会実現へ、政策のテーマを移行してい

る。2009年６月、より進化したスマートライ

フを描いた「スマート・ユビキタスネット社会

実現戦略」が発表された。

スマート・ユビキタスネット社会実現戦略

の目標は、2015年までに「国民が安心して使

えて真価を実感できるICT利活用の促進」、

「ICT産業の成長促進」、「利用者中心のICT

基盤整備」及び「経済活動のグローバル化によ

る国策競争力強化」の４の項目である。

これを実現するための技術、コンテンツ、制

度改善として、以下のことが行われている。

－利用者本位の電子政府の実現

－医療・教育・農林水産業部門などの情報化

－ICT利活用を促進するための制度見直し

－国際展開を意識した研究開発

－「オープンイノベーション」の促進

－世界最先端のデジタルネットワークの構築

－コンテンツ産業の拡大

－通信・放送の総合的な法体系の構築

－情報通信市場全体の競争ルール見直し

－グローバル市場における「競争力」と「共

生力」を兼ね備えた国家への転換

2010年５月には総務省から、スマート・ユ

ビキタスネット社会実現戦略を支える「スマー

トクラウド戦略」が発表された。クラウドサー

ビスを活用することで、ICT資源を最大限活用

し、クラウド内に蓄積された膨大な知識を連携

させることにより、国民の生活をより豊かにす

る、国際競争力を強化する、環境負荷の軽減を

実現するのが狙いだ。

クラウドサービスを最大限活用することで、

企業や産業の枠を越えて、社会システム全体と

して膨大な情報や知識を集積し、共有できる。

総務省は、世界の流れであるクラウドサービ

スの普及が遅れると、日本のICT産業だけでな

く、国際競争力そのものが低下することが懸念

されると見ている。

3.2　韓国のスマートコリア推進戦略

韓国は1960年代から行政情報化に着手し ているが、本格的な情報化政策は1999年の
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「Cyber Korea21」から始まる。その後2002

年には「e-Korea Vision 2006」、2003年には

「Broadband IT Korea 2007」、2004年には

「Broadband Convergence Network構築基本

計画」、2004年には「u-sensor Network構築基

本計画」、2006年には「U-Korea基本計画」と

毎年のように新しい情報化政策が発表された。

2006年を境に固定通信からモバイルイン

ターネットへ、インフラ構築から活用する情

報化へ政策が変化しているのは日本と同じで

ある。2008年には「国家情報化基本計画」、

2009年には「国家情報化促進基本法」制定、

「国家情報化戦略委員会」が発足された。

通信政策を担当する省庁である放送通信委員

会は、ICT利活用を促進させる中で、スマート

フォンを「総合文化サービスプラットフォー

ム」として活用し、スマートフォンから情報取

得、業務遂行、社会的関係の形成、余暇を楽し

むなど、スマートフォンがメディアの中心とな

るスマートコリアを目指している。

スマートフォンの普及により、アプリケー

ションがモバイルインターネット産業の重要な

部分を占めるようになってから、放送通信委員

会はアプリケーションビジネスのグローバル市

場における競争力を持たせるために、韓国独自

の規制を撤廃した。独自の規制とは、インター

ネットサービスを利用する際に、国民IDである

住民登録番号と氏名を照会して本人確認を行う

実名確認制度と、オンラインゲームの事前審査

による年齢等級制度である。アプリケーション

ストアは世界の利用者を対象にアプリケー

ションを販売できるようになっている。韓国だ

けに存在する規制によって、海外のアプリケー

ションが韓国市場に入ってこられない、また海

外の利用者が韓国のアプリケーションストアを

利用できないといったことを防ぐためである。

放送通信委員会は、世界各国でスマート

フォンが普及されてから、モバイルインター

ネット産業の競争環境が内需からグローバル競

争へと変化していることを踏まえ、2009年３

月、2009年10月、2010年４月、３回にわたり

「モバイルインターネット活性化総合計画」を

発表した。

放送通信委員会は、韓国でモバイルインター

ネットが普及しなかったのは、高い料金制度に

原因があると見ている。そのため、「モバイル

インターネット活性化総合計画」には、通信事

業者に対して、モバイルインターネット普及を

活性化させるという名目でモバイルインター

ネットの料金値下げを指示する内容が含まれて

いる。

2010年末、韓国の人口（統計庁調べ）4821

万9000人に対して携帯電話加入件数は5076万

7000件と、人口対比携帯電話加入者が100%を

上回る。家計の年間消費に占める通信費の割合

は6%と、負担は年々増加しているため、低所

得層はモバイルインターネット費用が払えずス

マートフォンが使えない、その結果としてICT

を利活用した便利な生活から遠ざかるといった

デバイド問題も心配されていた。

その他には、「モバイルインターネット活性

化総合計画」を通じて、スマートフォンとモバ

イルインターネットの大衆化と利活用、世界最

高レベルのモバイルブロードバンドを構築、

グローバル競争力を確保することを目指して

いる。利用者がどんなサービスにもアクセスで
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きるようネットワーク中立性を保ち、移動通信

事業者によるコンテンツプロバイダー差別行為

（子会社を優先する取引）を禁止した。移動通

信事業者がコンテンツプロバイダーから徴収す

る料金回収手数料を一律30%以下にするという

ガイドラインも含まれた。

「モバイルインターネット活性化総合計画」

に続いて、2010年10月には、新しく組織され

た韓国国家情報化委員会が「スマートコリア推

進戦略」を発表した。スマートな産業、スマー

トな生活、スマートな国を目指すものである。

社会全般のイノベーションを促進するために、

スマートフォン・タブレットPC・スマートテ

レビなど新しいデバイスを活用して、スマート

オフィス・スマート電子政府・スマートヘルス

ケア・スマートラーニングなど新しいサービス

を利用させる。それによって人々の生活や社会

の仕組み、業務方式、産業構造を大きく変えら

れるとしている。

スマートコリア推進戦略を支える柱は３つあ

る。

①　スマートワーク：

働く方式の先進化戦略。公務員が庁舎まで

出勤しなくても遠隔地で勤務できるようモ

バイルオフィスを構築する。2015年には

公務員318万人が500の拠点からスマート

フォンやタブレットPCを使って仕事がで

きるようにする。

②　スマート電子政府へ転換：

2011年「モバイル電子政府ポータル」を

オープンし、個人のオーダーメイド型行政

情報をスマートフォンから利用できるよう

にした。44の電子政府サービスをスマー

トフォンから申請・閲覧できるようにし

た。行政機関が提供する情報を一つにまと

めて国民に公開し、政府機関同士で情報を

共有してコラボレーションすることで、無

駄をなくしたスマートな電子政府を目指

す。スマートラーニングやスマートヘルス

ケアなど、国民が必要とするサービスをそ

の人に合わせて的確に提供する。クラウド

コンピューティングサービスを利用して複

数の省庁が協力する「オープンイノベー

ション」、「情報資源統合活用」、「公

共情報の開放」を目指す。法制度を見直

し、政府統合電算センターもクラウドコン

ピューティング基盤に切り替える。

③　 公共情報を利用したアプリケーション制

作の活性化：

2010年６月より350種類の公共情報を公開

し、誰でもスマートフォン向けアプリケー

ション開発に公共情報を利用できるように

している。2013年までOpenAPI方式で100

種の国家情報サービスを公開する。

スマートフォン普及期における、日本と韓国

の情報化政策のそれぞれの特徴を比較すると、

情報化政策が目指す目標は両国が非常に似てい

た。韓国も日本もスマートフォンが発売された

2008年～2009年を境に、インフラ構築の情報

化政策から、ICTを活用して社会的課題を解決

４．結論
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する情報化政策へ移行している。日本の総務省

は2009年「スマート・ユビキタスネット社会

実現戦略」の中で、ICTの機能をフルに活用す

ることで、少子高齢化の進展、国際競争力の低

下、効率化、付加価値の創出、環境負荷軽減な

どの課題へ対応できると公表した。韓国の「ス

マートコリア推進戦略」も、スマートフォンと

モバイルインターネット、スマートグリッドな

どの最新技術を使って少子高齢化、環境負荷軽

減といった問題を解決し、人々の生活をより便

利にする「スマートシティ」を目指している。

スマートシティを構築するための課題として、

スマートガバメントやスマートラーニング、ス

マートヘルスケアといった行政サービスのス

マート化に力を入れているのも日韓両国で共通

している。

このような共通点と差異を詳しく分析する。

4.1　スマートフォン普及期における日韓情報化政策の共通点

日本のスマート・ユビキタスネット社会実現

戦略と、韓国のスマートコリア推進戦略の共通

点は以下の点である。

①　 ICTの利活用で社会の課題を解決し、国民

の生活をより便利にする。

②　 国民中心の、国民が参画、情報を共有する

インターラクティブな行政を実現する。

③　 より安全で速度の速いモバイルインター

ネット環境を構築し、クラウドサービスを

活用する。

④　 ICTと他産業の融合によって新しいサービス

を創出できるよう、エコシステム（下記【図

５】参照、複数の企業が柔軟につながり協調

して業界全体で収益をあげる構造を作るとい

う考え方）と公正競争環境を整える。

⑤　グローバル競争力を強化する。

⑥　オープンイノベーションを促進する。

4.2　スマートフォン普及期における日韓情報化政策の差異

日本と韓国の政策で違う点もある。日本はス

マートフォンが発売される前からモバイルイン

ターネットが広く使われていた。韓国のよう

に、スマートフォンによってインターネット

利用環境が劇的に変ったわけではないので、ス

マートフォンの影響力は韓国ほどではない。そ

のためスマートフォン普及以降の社会の変化よ

りは、全般的なICT技術の発展による生活の利

便性に着目している。

韓国はスマートコリア推進戦略のための先決

課題として、スマートフォンとモバイルインター

ネットを広く普及することに焦点を当てている。

低所得層、農漁村や過疎地域に住む人、障害のあ

る人、在住外国人、国際結婚家庭などがスマート

フォンを持っていないことによって起こりうる不

平等を解消することも重要な課題の一つにあげて

いる。日本の情報化政策はグローバル競争力を高

めるとしながらも、日本に住む外国人のデバイド

対策については触れていない。また、韓国の放送

通信委員会はスマートフォンを普及させるため

に、政府が移動通信事業者へ直接的に通信費の値

下げを要求し、モバイルインターネットの利用が
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増えるようサービスの方式を変えるよう具体的な

指示を出している。

それに対し、日本の総務省は、スマート・ユ

ビキタス社会を実現させるための前提としてス

マートフォン普及に関しては言及していない。

端末よりも、モバイルインターネット産業の競

争方式を変えるためのオープンレイヤー競争3

を提案している。また、韓国のように国民ID

制度を導入し、国民が必要な情報を検索しなく

ても、政府が国民一人ひとりの個人データを分

析してその人に今必要と思われる情報を提供す

る「プッシュ型の行政サービス」を提供するこ

とを情報化政策の課題としている。

米の場合、政府の介入がなくても、2007年

スマートフォン販売開始→モバイルネットワー

クの拡充→料金定額制の拡大→利用者の増加→

アプリケーションストアの活性化というサーク

ルでモバイルインターネット産業のエコシステ

ムが形成された。

事業者に直接指示を出してコントロールしよ

うとする韓国政府の政策は市場の自律性を弱め

る可能性がある4。既にスマートフォンが広く

普及した現時点では、料金を値下げすると、利

用者の獲得より先に、移動通信事業者の急激な

利益減少による投資回避、利益を囲い込もうと

クローズドイノベーションに逆戻りする恐れが

ある。韓国では既にスマートフォン利用者が

急増し、モバイルインターネットのデータトラ

フィックも急増しているため、料金値下げによ

る直接的ネットワーク効果がモバイルインター

ネット利用活性化に影響を与えるとは考え難

い。それよりも、スマートフォンを中心に新し

い付加価値が生まれやすいよう、公正な競争に

より産業構造に参加している全ての企業が利益

を上げられ、持続的な成長とイノベーションを

促進できるエコシステムを作ることに重点を置

くべきである。

日韓の情報化政策を比較すると、韓国は政府

がアプリケーション制作費を支援し、移動通信

事業者に料金値下げを要求する「指示型」政策

であり、日本は具体的なサービス方法は市場に

任せ、政府は根本的に枠を変える「土台型」政

策と考えられる。韓国の国家政策は大統領を中

心とした指示型・トップダウン方式で、政権が

変ると政策も全て変るため、大統領の任期5年

より長い長期的な戦略を樹立するのが難しいと

されている。一方で、トップダウンによる決断

の速さが長所でもあり、環境の変化を敏感に感

じ取って、政策の面でも素早く対応できるとい

う面もある。すぐ市場に介入する「指示型」政

策と、細かいことは市場に任せて長期的に枠組

みを変えていく「土台型」政策、どちらがイノ

ベーションを促進する効果があるのかについて

は、これからさらなる事例分析が必要である。

4.3　スマートフォン普及期における日韓情報化政策の課題

スマートフォンを媒介にしたコンテンツや

サービスは、既存のモバイルインターネット

サービスとは違い、グローバル競争が前提とな

る。アプリケーションストアを経由して全世界

の利用者にサービスできるからだ。

「スマート・ユビキタスネット社会実現戦

略」や「スマートコリア推進戦略」が目指すべ

きところは、「イノベーションの連鎖反応」
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を起こせるようスマートフォンを中心としたエ

コシステムを構築することである。組織の競争

力は、共有資産・結合資産5という、組織の外

にある領域を自分に有利になるよう活用するこ

とによって生まれる。この資産をうまく組み合

わせることで、組織の利点は連結され、リス

クとコストは分散される。それによってイノ

ベーションの連鎖反応が起こりやすくなる6。

グローバル競争力を高めるためにも、世界の潮

流といえるオープンイノベーションとエコシス

テムを意識する必要がある。

Fransman,M（2009）はICT産業における

エコシステムを再定義し、各層の関係を【図

５】のようにまとめた。Layer1はサーバー

のようなネットワーク要素、Layer2は移動通

信キャリアなどネットワーク事業者、Layer3

にはコンテンツやアプリケーションとそれら

を提供できるようにするプラットフォーム、

Layer4には利用者がいる。この４つのLayerに

は販売の流れ、アウトプットの流れ、情報の

流れ、イノベーションの流れの４つの側面に

よって６つのオープンイノベーション関係が生

まれる。このようにイノベーションを促進する

関係を続けるのがエコシステムの核心である。

【図５】エコシステムとopen	
 innovation	
 relationships,	
 Fransman,M(2009)

これからの情報化政策は、通信事業者ではな

くプラットフォーム事業者に焦点を当てるように

なる。Youtube、Facebook、Twitterなどは他の

サービスとコラボレーションして新しい付加価

値を作り出すプラットフォームになっている。

ネットワーク・端末・プラットフォーム・アプリ

ケーションなど市場を区別せず、スマートフォン

の「エコシステム」が成長できる政策を樹立すべ

きである。スマートヘルスケア、スマートラーニ

ングのように、モバイルインターネット産業と他

産業が融合して新しいサービスプラットフォーム

を生み出している市場状況を踏まえ、「エコシス

テム」単位でイノベーションを促進できる総合的

な政策が必要である。

つまり、これからは医療、教育といった産業

ごとの個別支援よりも、それぞれがエコシステ

ムを形成できるようにし、エコシステムの中で

イノベーションが続くようにしないといけな
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い。日韓の社会・経済的状況に適したエコシス

テム、オープンイノベーションの仕組みを探す

ことが、産業の持続的成長とイノベーションの

活性化にもつながる。

Chesbrough（2003）のオープンイノベー

ションのような知識の取引は、源泉技術を

持っていて、知識が保護される社会で有効であ

る。オープンイノベーションとエコシステムが

重要視される世界の流れの中で、知識を横取り

されず取引できるよう知的財産を保護し、エコ

システムの中で公正な競争ができるよう大手企

業から中小企業を守る政策も必要である。

今後の情報化政策は、スマートフォンが普及

したことで人々のライフスタイルが大きく変化

していること、スマートフォンを中心に多様な

イノベーションのきっかけが生まれていること

を前提にしなくてはならない。いつでもどこで

もインターネットにつながっていられるスマー

トフォンは、国民生活や企業活動を支える社会

的基盤となりつつある。

日韓のスマートフォン普及期におけるモバイ

ルインターネット産業構造の変化と情報化政策

の比較から、日韓はICTを利活用して社会の課

題を解決するという共通の政策目標を持ってい

ながらも、政策過程や推進方法には違いがある

ことがわかった。米を中心に世界標準のように

広がっているオープンイノベーションとエコシ

ステムの考え方に日韓の情報化政策をあてはめ

ることで、日韓情報化政策の偏った面を分析

し、政策課題を論じた。

これからの情報化政策は通信事業者のための

政策ではなく、利用者中心の政策にならないと

いけない。端末普及やネットワーク整備に重点

を置きすぎず、全事業者が公平に利益を上げら

れるエコシステムを維持させる政策が必要であ

ることがわかった。今後は日韓の情報化政策が

国際社会に与える影響と課題について研究を発

展させ、政策樹立に役立てたい。

５．今後の課題

註

1  MM総研2011.7.7「スマートフォン市場規模の推移・予測」（最終閲覧日2012年８月14日）

 http://www.m2ri.jp/newsreleases/main.php?id=010120110707500
2  韓国放送通信委員会報道資料 2010.4.21（最終閲覧日2012年８月14日）

 http://www.kcc.go.kr/user.do?mode=view&page=P02020600&dc=K02020600&boardId=1008&boardSeq=29085

 韓国政府の「モバイルインターネット活性化総合計画」2013年までに料金20%値下げ、ARPUに占めるデータ通信の割合を平均

17%から40％へ、データ定額料金利用者を10%から40%へ、モバイルブロードバンド普及促進によるモバイルコンテンツ流通チャ

ンネル多様化、モバイルインターネットを利用した利用者間直取引活性化、モバイル広告モデル活性化などが課題としてあげら

れている。
3  総務省（2007）P29 上位レイヤーから下位レイヤーまでの市場創出の好循環のためのオープンレイヤー競争導入、移動通信事業

者だけが行えたサービスを他事業者にも開放する。

 P56 オープン型ビジネスモデルへの移行、ユビキタス化の進展により通信サービス（通信事業者）と端末（ベンダー・利用者）

との関係に変革がもたらされる。
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4  毎日経済新聞2010.5.11（最終閲覧日2012年８月14日）

 http://news.mk.co.kr/news_forward.php?no=242088&year=2010　

 韓国はゲーム類の事前審議制度を実施している。2009年iPhoneが発売されたばかりの頃は、アップルのアプリケーションストア

から「ゲーム」カテゴリーが削除されていた。アップルはアプリケーションストアに登録された全てのゲームを事前審議するよ

り、サービスしない方がいいと判断した。グーグルのアプリケーションストアであるグーグルプレイも同じく、ゲーム類の事前

審議の関係で韓国からはアクセスできないゲームアプリケーションが多かった。グーグルは韓国独自の実名確認制度に反対して

いるため、グーグルプレイからは有料コンテンツの決済ができない。そのため利用地域を海外に設定して利用者登録し、プリペ

イドカードを購入してアプリケーションを利用するしかない。
5  ブレッサン（1991）P94 企業の組織境界の外にあるが、ある程度戦略的なコントロールができる「共有資産」と、企業の組織的

なコントロールのしたにあるが、他の経済主体の戦略的コントロールの下におくこともできる「結合資産」を使い分けることが

重要であるとした。
6  須藤（1995）P77～78
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